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「次期岩手町障がい者福祉計画」等（※）について 

(※「第 4 次岩手町障がい者福祉計画」及び「第７期岩手町障がい福祉計画・第３期岩手町障がい児福祉計画」) 

１．次期計画の概要 

本町は、平成 27 年に、「第３次岩手町障がい者福祉計画（市町村障害者計画）」を策定し、「すべての町民が

安心して暮らせる共生社会のまちづくり」を目指して障がい者施策を推進した。また、令和３年に、「第６期

岩手町障がい福祉計画（市町村障害福祉計画）」及び「第２期岩手町障がい児福祉計画（市町村障害児福祉計

画）」を策定した。 

今回、これらの計画期間が終了することから、次期計画として、「第４次岩手町障がい者計画（市町村障

害者計画）」と「第７期岩手町障がい福祉計画（市町村障害福祉計画）及び第３期岩手町障がい児福祉計画

（市町村障害児福祉計画）」を一体的な計画として策定するもの。  

 

【参考】 

【障がい者福祉計画】 

 障害者基本法第 11 条第 3 項に基づく市町村障害者計画として策定するもの。国の障害者基本計画及び県の

障害者プランを基本とするとともに、町の障がい者の状況等を踏まえた施策に関する基本的な計画。 

 

【障がい福祉計画】 

 障がい者総合支援法第 88 条第 1 項に基づく市町村障害福祉計画として策定するもの。厚生労働大臣が定め

る、障害福祉サービス及び相談支援並びに町の地域生活支援事業の提供体制を整備し、自立支援給付及び地域

生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針に即して定める、障害福祉サービスの提供体制の

確保等業務の円滑な実施に関する計画。次に掲げる事項を定める。 

 ① 障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に係る目標に関する事項 

 ② 各年度における指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種類ごとの必要な

量の見込み 

 ③ 地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 

 

【障がい児福祉計画】 

 児童福祉法第 33 条の 20 第 1 項に基づく市町村障害児福祉計画として策定するもの。内閣総理大臣が定め

る、障害児通所支援、障害児入所支援及び障害児相談支援の提供体制を整備し、障害児通所支援等の円滑な実

施を確保するための基本的な指針に即して定める、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保そ

の他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する計画。次に掲げる事項を定める。 

 ① 障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保に係る目標に関する事項 

 ② 各年度における指定通所支援又は指定障害児相談支援の種類ごとの必要な見込量 

 

【国の第５次障害者基本計画の基本理念】 

 共生社会の実現に向け、障害者が、自らの決定に基づき社会のあらゆる活動に参加し、その能力を最大限発

揮して自己実現できるよう支援するとともに、障害者の社会参加を制約する社会的障壁を除去するため、施策

の基本的な方向を定める。（基本原則：地域社会における共生等、差別の禁止、国際的協調） 

令和６年１月 22 日 

岩手町健康福祉課 
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２．次期計画の期間 

 ① 第 4 次障がい者福祉計画 

令和６年度から令和 11 年度までの６年間を計画期間とする。 

※ 現行計画（第 3 次計画）までは９年計画。国や県の計画期間などを踏まえ、６年計画とする。 

 ② 第７期障がい福祉計画及び第３期岩手町障がい児福祉計画 

これまでどおり３年計画とし、計画期間は、令和６年度から令和８年度までとする。 

【参考】 

項   目 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 

国 障害者基本計画 第４次（５年） 第５次（５年）  

 

県 

障がい者プラン ６年間 ６年間 

障がい福祉計画 第５期 第６期 第７期（仮） 第８期（仮） 

障がい児福祉計画 第１期 第２期 第３期（仮） 第４期（仮） 

 

町 

障がい者福祉計画 第３次（H27~：９年） 第４次（６年） 

障がい福祉計画 第５期 第６期 第７期 第８期（仮） 

障がい児福祉計画 第１期 第２期 第３期 第４期（仮） 

 

３．次期計画の主なポイント 

① 障がい者を取り巻く状況（P５～） 

  ・障がい者数（P８～） 

   身体障がい者（身体障害者手帳所持者）数は減少傾向、知的障がい者（療育手帳所持者）数は横ば

い傾向、精神障がい者（精神障害者保健福祉手帳所持者）数は増加傾向で推移。 

 ② 基本理念（P13） 

   「すべての町民が安心して暮らせる共生社会のまち」 ※ 現行計画を引き継ぐ。 

③ 施策の体系（P14～） 

   大きく８つの分野について、関係機関等と連携しながら施策展開を図る。 

   ⑴ 差別の解消、権利擁護の推進及び虐待防止（P15~） 

   ⑵ 安全・安心な生活環境の整備（P27～） 

   ⑶ 防災、防犯等の推進（P35～） 

   ⑷ 保健・医療の推進（P40～） 

   ⑸ 自立した生活の支援・意思決定支援の推進（P47～） 

   ⑹ 教育の振興（P60～） 

   ⑺ 雇用・就業、経済的自立の支援（P65～） 

   ⑻ 社会参加の推進（P72～） 

 ④ 障がい福祉計画及び障がい児福祉計画（P79～） 

   ⑴基本理念（Ｐ79～） 

    令和８年度までの目標及び障害福祉サービス等の見込量を示した実施計画。国の策定指針に基づき、

７点を計画の基本理念とする。 

   ⑵数値目標（Ｐ85～） 


